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特に 1990 年代後半から対中 ODA は、日中関係の摩擦の中で注目を浴びる問題となってい
った。岡田実は、1972 年の「日中共同声明」から 2008 年の「日中共同声明」までの日中
関係史の中に対中 ODA 問題を位置付け、日本の戦後処理と日中和解に関する観点から、日











つつあると指摘しており6、日本の ODA の戦略性をより強調する立場をとっている。 
この他、中国の研究においては、対中 ODA が日中関係の変化を図る試金石となり、協力
の促進と摩擦の種という両面の性格を持っていることが指摘され、特に 1990 年代後半以降







小論は、これら先行研究の成果に依拠して対中 ODA が正式に表明された 1979 年から対
中円借款が終結する 2008 年までの 30 年間を対象に、『人民日報』の報道が確立しようと




また、中国の対中 ODA 研究の多くは、日本の ODA の制度的特徴、日本の政治的意図や
政治志向、対中国認識の分析などを中心としており、中国における ODA の宣伝・広報の
あり方、中国の ODA 認識や対日本認識などから検討したものは少ない。故に小論は、こ





1998 年は、中立が 90.54%、反日が 6.76%、親日が 2.7%となり、反日が親日を上回り、1999
～2008 年は、中立が 84.42%で、反日が 11.69%にまで上昇した9とされる。また、李茸は、











流と合作」を主題とする記事は、時期ごとに、1979～1992 年の 15.06%から 1993～1998
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 本章では、『人民日報』における日本の対中 ODA 報道分析の前提作業として、対中 ODA
























































1992 年版 ODA 大綱は、冷戦の終焉、湾岸戦争の勃発などの国際情勢の新たな変化を受









 第四章において検討するが、1992 年版 ODA 大綱は、第 4 次対中円借款（1996 年―2000
年）以降、中国の核兵器開発の自粛要求と中国の環境保全への資金投入の増加などにおい
















 その肝要である実施の原則は、1992 年版 ODA 大綱のままであった。日本国内では 1990
年代の終わり頃から、該当原則に反した日本の ODA が中国の軍事力増強に資したという対











日本側の統計によれば、2008 年までの実績は、円借款：3 兆 3164.86 億円、無償資金協
力：1530.13 億円（以上、原則、交換公文ベース）、技術協力：1671.86 億円（JICA 経費実
績ベース）である11。中国側の統計によれば、交換公文ベースでは 3 兆 3164.86 億円、2012
年まで実際に利用した金額は、2 兆 8709 億円で、利子を付けて 2 兆 289 億円を償還してい




年度のセクター別実績額については表 1 を、単年度の交換公文ベース総額については表 4
を参照)。 
① 第一次円借款  
期間：1979 年～1983 年 金額：3309 億円   
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期間：1984 年～1989 年 金額：4700 億円 
対象案件：衡陽―広州鉄道拡充計画 











期間：1990 年～1995 年 金額：8100 億円 
 対象案件：五強渓発電所建設計画など 42 案件 
案件が多いため、全てを示さないが、エネルギー部門：9 案件（発電所が中心であり、五
強渓発電所建設計画が復活した）、交通：8 案件、港湾：6 案件、地下鉄・空港など：4 案件、
通信施設：2 件、農業関係：6 件、資金還流による協力：青島黄島地区開発、海南島総合開






期間：1996 年～1998 年 金額：5800 億円 
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      対象案件：北京空港拡張計画など 40 案件 









期間：1999 年～2000 年 金額：3900 億円 
      対象案件：環境モデル都市事業（重慶）など 28 案件 
前回に続き、中国の中部と南西部および環境保全への協力が重点に置かれた。その中で、
内陸部関連の案件は 18 件、環境案件は 16 件を占める。大規模インフラ投資はこれで終了
した。 
JICA の統計によれば、1996 年～2000 年における環境保全に投入する金額は 1380.53 億
円（前三年：937.83 億円、後二年：442.7 億円）13で、全体の 14%にも上る。その中で、
中国の中西部には 1056.9 億円（前三年：580.95 億円、後二年：356.88 億円）が投与され、
環境保全案件の 76%にも上る14。 







年度方式に変更した。2000 年は 2143.99 億円で、単年度分としては、史上最高の額になっ


















⑦ 2008 年以降： 
 新規対中円借款は 2008 年を以て終了したが、継続案件は新規案件終了後から更に 10 年
ほど残るとされている17。また、無償援助と技術援助は、今日に至っても継続している。 







の ODA 政策の設定に、中国要素が関係する程度は益々高まっていくと考えられる。 
３．対中ＯＤＡの特徴 
（１）円借款 
 対中 ODA の 91%を占める円借款は、基本的にアンタイドで金額が大きく、供与条件が据


































 以上で分るように、円借款、無償援助、技術援助は特に 2000 年代以降、三位一体となり、
「顔の見える」援助を中心に対中支援が行われてきた。 
（３）プロジェクトの選定基準 






大きなダメージを受けたため、日本政府は 1999 年に対中特別円借款の供与を決定したが、 
プロジェクトの選定の基準の一つとして、日本企業からの物資の調達の問題が重視されて
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与方針」（谷野大使より外務省宛 FAX 公信、2000 年 3 月 28 日）。 

















































とが幾度かあった。1978 年 10 月の『人民日報』は、訪日した鄧小平が再度日本側から薦
められて、日本からの資金導入を検討する予定であると発言したことを報道した3。これは
対中 ODA に関する最も早い報道とも言えよう。 
1979 年 9 月に訪日した谷牧副総理は、日本型 ODA の要請主義に基づいて正式に日本政




利」という ODA 借款の性質が読み取れる。 
２．対中ＯＤＡ報道に見る中国側の認識 
（１）対中ＯＤＡ開始階段の報道 
1979 年 12 月に、第一次対中円借款を携えて訪中した大平正芳総理は、中国側が要請し



































































内 3 例は日本の対外援助動向の紹介であり、対中 ODA に関する報道は 1 例のみであった。
その内容も西ドイツの中国への無償援助開始を報道する文脈で、日本の無償援助を紹介し
たものに留まっている14。「政府（的）開発援助」では 30 例あった中で、日本についてのも
のは 17 例で、対中 ODA の記事は含まれていない。これで分るように『人民日報』におけ
る日本の ODA 報道はそのまま日本語訳の「政府開発援助」を使うことが多く、ODA とい
う枠組みを明示した報道のほとんどは途上国に対する援助や日本の対外政策などを紹介し
たもので、中国とは無関係であった。 






対中 ODA という概念はあまり多く使用されなかったが、ODA の枠組み及び援助の性質に
ついて述べる際は、例えば 1984 年の「実績では、日本の政府開発援助（ODA）のうち、
中国への実施額は 3 億 4700 万ドルと、国別では 1 位を占めている」15と明確に示されてい
る。これに対し、『人民日報』では対中 ODA の枠組みを明示せず、これらを経済協力とし
ての円借款と無償援助・技術援助に分けた報道姿勢を一貫させている。表 4 に示したよう









とを行う」16と報道した。1984 年 3 月 25 日には、日中友好病院に「これまで日本側は 167
億円を提供して、中国側も 4000 万人民元を投じた」という報道もあった。同じように後の
「日中友好青年交流センター」の建設に中国側も資金を投入したという報道もある。 
しかし、表 4，5 で分るように、無償援助は少額にもかかわらず、1979 年を除いては、
無償援助の記事数は、毎年、全 ODA 報道数の約 6 割（技術援助を除き）を占め、1981 年、









その年の 9 月～11 月に中国で実施したアンケート調査によれば、調査を受けた経済人の中
で日中の経済協力を高く評価すると同時に、日中友好病院を知っている割合は 77%にも上
った19。 
表 13 で分るように、早くも 1980 年には無償援助への謝意表明が始まっているが、その
大半が日中友好病院についてのものであった。これで無償援助を日中友好の象徴と見做す
中国側の意思が改めて窺えると共に、無償援助に高い評価を与える中国側の姿勢がわかる。 




対中 ODA に占める割合が極めて低いものに関わらず、報道量はほとんどの年において 3 割










































































同じように 1980 年代の『人民日報』では中国の対日戦争賠償についての言及は 10 件あ
ったが、上述のプラントキャンセルとの関連以外に、1982 年に教科書事件で 1 件、1985







 1982 年の「歴史教科書事件」は、日中国交正常化 10 周年の慶祝ムードに湧く中国に大
きな衝撃を与えた。中国政府は、日本政府、特に文部省の態度が強硬であると認識したた
め、7 月 29 日に鄧小平は「今年の「八一五」に『人民日報』は記念社説を書かなければな
らない」と指示を下し33、8 月 15 日に「前事不忘、後世之師」という社説が掲載された。8
月 15 日に日中関係について社説が出たのは 1980 年代を通じてこれが唯一である。9 月の
鈴木善幸総理の訪中まで、『人民日報』は歴史問題の扱いに忙殺され、1982 年に 200 件（こ
の内、6 月 30 日から 9 月 30 日までで 190 件）以上の記事が出されて、対中 ODA 特に日
中友好を象徴する無償援助についても報道がさほど多くはなかった。もし教科書事件がな
ければ、日中国交正常化 10 周年の慶祝ムードの中で ODA 報道の件数は大幅に伸びたはず
であろう。 

























































正常化以来、対日貿易で中国側は計 215 億ドルの赤字を生じた。1986 年だけで対外貿易赤












であるとまで発言した48。鄧小平は 9 月 24 日にも同様の発言を繰り返しており、この時期
の『人民日報』の報道では日中経済協力への賞賛から徐々に不満の程度が上昇した。 
（２）対中ＯＤＡ「批判」の手法 
























1985 年 8 月 15 日に中曽根は総理として正式に靖国参拝を行った。教科書問題と異なり
中国の当時の対応は極めて抑制的であって、『人民日報』では 8 月と 9 月にそれぞれ 10 件、




















1979～1988 年の『人民日報』を概観すれば、日中関係が最も冷え込んだのは 1987 年と
言える。 
2 月に「二つの中国」を作り出す画策と認識される「光華寮問題」が発生し、中国政府は

























































10 件に上る報道に対して竹下訪中時には 4 件のみであった。それだけでなく、これまで毎
年分の円借款についての報道があったものの、この年についての報道はなかった。さらに、 














































 この時期の『人民日報』における日本の対中 ODA に対する報道には、以下のような特徴
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 1987 年、光華寮問題などで、日中関係は 1980 年代における最も困難な一時期を経験し
た。1988 年、日中関係を修復するために、竹下登総理が 8100 億円も上る対中円借款を携
えて訪中し、中国側の歓迎を受けた上で、鄧小平氏から「異例」とも言われるほどの謝意
を表明された。亀裂が生じた日中関係はこの訪問で基本的に修復できたようである。この



































































 しかしながら、6 月 4 日に北京市への渡航自粛勧告を発した上、6 月 7 日に中国への渡 
航自粛勧告も公表された。さらに、対米協調のため、6 月 20 日に日本政府側の態度は急変
した。1990 年度から始まる第三次円借款準備作業及び日中友好環境保護センターなど新規
無償援助案件を中国情勢の落ち付き先を見極めるまで停止し、事実上凍結する方針を固め






























































17 日、日本政府は 8 月 18 日から北京を除き、中国への渡航自粛勧告令を解除し、それに、
年内に次第に各経済協力プロジェクトを再開する意を伝えた。 
この渡航自粛勧告の解除を受けて渡航自粛勧告に従って中国ツアーを取りやめていた旅
行会社は、勧告解除を受けてツアーの取り扱いを再開しようと始動していた。8 月 18 日の
『朝日新聞』の報道によると、JTB（日本交通公社）では翌週にも広告で募集を始め、翌月
16 日出発の上海・西湖ツアーから再開する予定であった。また、中国旅行専門の日本旅行













 1989 年に対中 ODA についての報道は計 12 件である。その内、6 月 4 日を境にして、天
安門事件前は、無償援助 1 件、円借款 2 件の計 3 件の報道であった。事件後、計 9 件報道
の中で、中国の洪水災害に対する緊急援助は 1 件、例年と同じように 1989 年分の対中無償















④西ドイツ：対中 ODA 調印式の延期、などというものであった。 





































































































































に伝えられているはずであり、中国側はまず 1 月 1 日に円借款についての記事を掲載した
上で、この重要な発言の報道に踏み切ったものと考えられる。 





































































































































掲載するケースは 1982 年に訪中した鈴木善幸総理が公文交換式に出席したことと 1986 年
































をいち早く出して宣伝したのである。例えば、1990 年 10 月 22 日に EC も 1989 年 6 月以
降に取った対中「制限措置」を取り消したことについて、中国側は「賢明」58であると評し




 また、1991 年 2 月にオーストラリアも 1991 年 7 月からに対中制裁を解除したことを決
定した。エバンス外相はオーストラリアと中国との関係の重要性を述べた上、制裁を解除





















1990 年 1 月 11 日、中国外交部スポークスマンは、日本政府と日本国際貿易促進協会の
47 
 

























 上述したように、日本は対中経済制裁の解除に対し積極的で、1990 年 7 月 11 日に G7
会議において先んじて対中円借款凍結を解凍したが、政治制裁において慎重的であった。 





























































 表 5 で示したように、天安門事件による対中円借款凍結から凍結解除までの対中 ODA 報





























 もう一つは、1991 年 5 月に対中無償援助プロジェクトの日中友好青年交流センターが完
成した。やはり日中友好のシンボルとして、前総理や日本政府の要人、また日本の民間の
著名人らを招へいし、盛大な開業式が行われ、日中友好を宣伝したのである。 




こともあったものの、結果として 1989 年、1990 年の通年の供与額に大きな影響がなく、
計画どおりに供与された（表 1，4 参照）。 
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関係は改めて紆余屈折を経ることとなった。1990 年代を通じてみれば、1992 年~1993 年
は 1990 年代において日中関係が最も良好な時期であると言える一方、1994 年~1996 年は
一番冷え込んだ時期であるといってよい。また、1997 年からは日中関係の修復を急ぐ時期





































































































































































 この時期は日中関係における最も良好な一時期でありながら、表 5 で示したように、単
に対中 ODA 報道の量から言えば、突出したものではなかった。1980 年代において日中関






 1992 年に第三次対中 ODA の無償援助プロジェクトのメインである日中友好環境保全セ
ンターの定礎式が行われ、中国側は相変わらずこのセンターを日中友好の象徴24と称してい
るが、報道は積極ではなく、関連の記事計 3 件しかなかった。 
 ところで、『人民日報』は 1992 年版日本の『ODA 白書』（原文『政府開発援助白書』）に
ついて報道した。これは 1980 年代以来初めてのことである。報道によると、1991 年度と
比べて、日本の ODA の供出額は大幅に増加したが、GDP に占める割合は依然として低か

































































『人民日報』においては、9 月 16 日から 30 日までの間、大会開会式が近づくにつれ、
対日批判の調子を上げていったのである。中国側は、日本政府がこのような対台外交を通
じて大国の地位を求めていると認識しており、また、日本政府のやり方は「中国人民の感






















年一括約束方式であったが、日本政府は 1993 年の年末には、3＋2 方式（1996 年～1998









































 訪問中に、細川総理は北京の地下鉄を見学した。地下鉄会社の関係者は、1992 年 10 月























 12 月にようやく金額が確定されたのである。日中双方の協議を経て、1996 年度～1998



































































































1985 年 9 月から 1994 年 6 月までの間の米ドルに対する円高傾向は、スピードが速くし
かも幅が大きいというのは総じて言えばこの 10 年間の特徴である。日中双方の対中 ODA
に関する協議によると、中国側は円建てでの借款返済が義務付けられているため、1990 年
に中国は円借款の返済が開始し、中国側の試算によれば、円高の影響で、1991 年に中国側
に約 3.91 億ドルの損害が生じた。また、1994 年の時点で中国側が被った損害金額は 7.19
億ドルにも上る66という試算がある。資金不足の中国にとってこれは重大な問題であり、黙
っておけないものであることが理解できる。それが故に、1994 年頃から、『人民日報』にお





























































































中国の核実験は、1964 年に初めて実施されて以来、通算 45 回行われた。そのうち、日
本の対中 ODA が表明された 1979 年から、1996 年の最後の核実験まで計 19 回の核実験は
行われた。また、1990 年代に入ってから、1990 年に 2 回(5 月 26 日、8 月 16 日)、1992
年に 2 回（5 月 21 日、9 月 25 日）、1993 年に 1 回（10 月 5 日）、1994 年に 2 回（6 月 10
日、10 月 7 日）、1995 年に 2 回（5 月 15 日、8 月 17 日）、1996 年に 2 回（6 月 8 日、7











 1995 年 5 月 15 日の中国核実験に対し、日本政府は、中国への無償援助金額を削減する












われた報道が 3 件のみであった。この 3 件の報道の要点と二者の関連を仄めかした報道を
中心に中国側の認識や意図を検討する。 

























































この記事に関連するように、徐敦信大使の旧暦仲秋前夜（9 月 8 日）に発表した談話が掲
載され、抗日戦争の勝利と台湾の光復との二点に言及している。ただし、祖国の統一を訴
えることが中心になり、対日批判は展開されなかった87。 





Ⅲ、中国の反発の意図と ODA 報道への影響 
以上でわかるように、中国側の姿勢は一回目の守勢、二回目のやや守勢から、三回目の
全面反発にエスカレートしたのである。一回目より、二回目は 8 月 15 日以降の出来事であ



















て対中 ODA 見直し論の台頭に背景があったことも意識していたかもしれない。 




































































































対中制裁の最中に、5 月 5 日、日中友好環境保全センターの落成式が北京で行われ、緊張
が高まる日中関係の緩和に好材料を提供した。このプロジェクトは 1988 年に竹下登総理が
訪中する時に提起されたもので、中国側は、竹下前総理を式典に招いた。竹下は、6 日に日















さて、日中関係はこの年の 11 月頃から好転する傾向にあったが、後述するが、1991 年





 第三節 関係の再修復(1997年―1998年) 
1994 年から極端に悪化した日中関係は、1996 年末に好転を見せ初めた。日中国交正常化
からの日中関係を振り返れば、これほど問題が多く、摩擦が長引いた時期はなかった。1980
年代にも日中関係は緊張する場面が幾度かあったが、1982 年の教科書事件は 3 か月で終息
し、一番緊張した光華寮問題も 1987 年中に終息したのである。摩擦の長期化が日中双方の
利益に合わないため、日中双方は 1997 年に意識的に関係の修復に乗り出したのである。 
１．揉めながらの関係修復―1997年の日中関係 


























 今回を含め、前述した 1992 年に訪日した江沢民中共中央総書記も同じような発言をした






 1972 年の日中国交正常化以降の日中関係史を辿って見ると、1997 年のように同じ年に僅


















3 月 28 日に、池田行彦外相は、対中無償援助凍結の解除を公表し、29 日に池田が中国を

















被害と対中円借款を絡めた発言（1995 年 9 月 20 日報道参照）を除いても、対中円借款に
対する報道は表 15で示したように 5件もあり、基本的に影響を受けていなかったのである。 
 1996 年については、一部前述したように、自然災害に対する無償援助（3 件）を除けば、
関係修復の意図を込めた日中友好環境保全センターについての報道が 3 件あり、この他に













 表 5 で示したように、対中円借款についての報道は量的にそれほど減少しなかったが、



















とを指す。アジア通貨危機は 1997 年 7 月頃に始まり、急速にアジア諸国に拡大していき、





































































 1 月に河北省で地震が起きたことに対し、日本側は 30 万ドルの資金と 3000 万円相当の
物資を援助したのである120。また、7 月に中国の南側における広大の範囲での大洪水が発生
したことに対し、7 月 3 日に日本政府が 70 万ドルの資金及び 2952 万円相当の物資での緊
急援助を決定した。洪水被害の拡大につれ、日本政府も再三にわたり対中緊急援助を追加
した。ODA 枠組みでの以上のような援助を含めた日本の緊急援助について 7 月 9 日から 9
月 1 日にかけて『人民日報』においては、計 7 件の報道があったのである。それに、7 月
16 日に掲載された植樹プロジェクトに対する対中無償援助の報道を加えると、計 8 件の報
道がある。また、11 月に洪水災害後の防疫に対し、日本側はさらに援助を提供し、「日本が
我が国の洪水災害に 5 億円に上る援助があった」121という。それで、中国の洪水災害に対
する日本側の援助についての報道は 1998 年に 8 件もあったのである。その後の 1999 年に
も環境破壊による大洪水被害からの回復対策及び環境保全に対する協力も多数報道されて
いる。 







②江沢民訪日直前の対中 ODA 報道 




















































































1990 年代に入ってから、1998 年までの間、『人民日報』においては、計四回の対中 ODA
プロジェクトの考察についての報道があった。1980 年代の対中 ODA 報道より、一つ大き
な変化であると共に、一つ重要な進歩でもあると言えよう。時間順に各報道の特徴や異同




報道の日付：1991 年 7 月 21 日 
対象地域：地域や具体的なプロジェクトについての言及なし 
この考察は中国国務院発展研究センターなど中国側の関係部署と在中国日本大使館及び







また、記事の中では、1979 年から 1990 年にかけて、円借款と無償援助の総額を記した
上、政府借款は、道路、鉄道、埠頭、ダム、通信、農業などインフラ整備に 32 の項目、無
償援助は、医療、教育、文化、環境保全など非営利、但し民生向上に直接に繋がる 44 の項



















報道の日付：1993 年 1 月 8 日 
対象地域：山東省煙台市、北京、上海、海南省 




































報道の日付：1994 年 2 月 5 日(実施は 1993 年 10 月138) 
対象地域：湖北省武漢市、四川省成都市、重慶市など 
 記事の初頭にまず 1960,70 年代において「国際経済協力」と聞いたら、中国国民の頭に
浮かぶのは、中国の対外援助だけであることを強調した。しかし、時代の変化につれ、中
国は対外援助を続行する一方で、外国からの援助を受け入れていると変化を強調した。 
 報道の中で、「我が国が日本側の援助を受け入れたのは 1980 年代の初め頃に始まったも
のである。これまで日本政府が我が国に計三次の円借款を供与している」と書いてあるよ
うに、対中 ODA の歴史に触れた上、円借款も援助であると自ら正式に認められるようにな














































華 ODA」）という用語は使用せず、三者は対中 ODA の枠組みに纏められていない。 
 その後、2001 年までの間、以上のような考察に関する報道が途切れた。別の新聞によれ
ば、2002 年にも同じような考察が行われて、記事の中で 2002 年に行われた考察は 9 回目
と書かれている139。また、1997 年の年末に考察が行われ、1998 年に報道される資料140も
ある。これによって推察すれば、考察が実施されなかった年もあるし、実施されたが、報
じられていなかった年もある。1994 年後半から 1996 年までの間、日中関係は、歴史問題、
核実験問題、領土問題、台湾問題、日米安保問題などで持続的に悪化したため、1995 年と
1996 年に考察自身が実施されなかった可能性が高い。また、1997 年年末に明らかに実施さ












実は、これより前の 1989 年に JICA は、日本の ODA を受け入れた一部の途上国の大学









表 14 で示したように、1980 年代から無償援助だけでなく、円借款に対しても中国の指導
者たちは数回にわたって謝意を表明してきた。このことについて日本側も把握しており、
ODA の存続を求める外務省・JICA などの立場は、広報が弱いために多くの中国人が ODA
の存在を知らないことを問題視したものである。 
 以上のような情況を受けて開始された対中 ODA プロジェクトを巡る考察の報道は、『人
民日報』の対中 ODA 報道史上において画期的な意味を有することは言うまでもない。 
（３）ＯＤＡ見直し論議の高まり 
 上述したように、1995 年と 1996 年において行われた中国の核実験と、1996 年 3 月に実
施された台湾海峡における中国軍の軍事演習に対し、対中 ODA 見直しの論議が高まってい
た。対中 ODA のみならず、ODA 見直し論は、実はすでに 1990 年代に入ってから活性化
していた。特に 1990 年代の前半(1994 年頃)から、日本国内においては、①財政不況による
援助資金不足、②日本 ODA が受入側に役立っていない、③日本の援助に顔が見えない、④
アンタイド援助での日本企業の受注率低下、⑤外交上のカードとしての利用に効果が問わ
れるなど、ODA が日本の国益に裨益しないという理由で、ODA 見直し論ひいては ODA 廃
止論まで台頭し始めたのである。こうした論議を受けて、日本の ODA を担当する外務省や









 上述したように、日本側は少なくとも 1990 年代に入ってからすでに日本の対中 ODA 報











これで分るように、日本側のこうした対中 ODA 広報強化の要求が、1990 年代に入って
以来、一貫して存在し、1990年代の終わり頃にさらに盛んになる対中ODA見直し論と 2000
年代初頭の対中 ODA 卒業論に繋がっている。対中 ODA 見直し論と卒業論については、後
に検討する。 
 ２． ＯＤＡ枠組みの承認 








本経済新聞』7 月 30 日付けの記事を引用し、中国側は日本の「政府開発援助」を受けてい
ることを初めて明らかにしたのである146。中国が日本の ODA を受け入れていることを明示
したことで、日本が中国を援助していることはより明確になった。これは、一つの大きな
前進であると言えよう。また、1990 年 5 月 15 日付けの記事の中で、ODA を運用し、環境
保護における日中間の協力への資金供与を要求した日本側有識者の言論も紹介された147。
この時期で、「対中 ODA」や「政府開発援助」といった言が 現れるようになった。 
































































 第一に、1994 年から歴史問題や台湾問題などで日中関係が悪化しつつあり、対中 ODA
について報道の量から見れば、さほど影響を受けてないように見えるが、内容はこれまで























第三に、日本側の要求があって、対中 ODA を巡る考察に基づいて、ODA の実態を反映
した、顔の見える草の根の援助の報道が 1993 年 1 月から 1995 年 1 月までの 2 年間で 3 件
行われた。草の根における人の交流の要素が加わった報道は画期的なものであったが、恒
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うした状況の中で、1990 年代終わり頃から 2000 年代初頭にかけて対中 ODA 見直し論が本
格化した。 
 外務省経済協力局長の私的懇談会である「21 世紀に向けた対中経済協力のあり方に関す




















に、2001 年 10 月に、外務省は、「対中経済協力の見直し」3を公表し、「中国による対外援
助、中国国内での不十分な広報」なども見直し論のポイントとして挙げられた。 
この他、日本は中国に多大な援助を行ってきたが、中国からは感謝がないという感情的










しかし、以上のような対中 ODA 見直しの結果、対中 ODA はこれまでの多年度方式から
単年度方式に変わり、供与額も減少していく一方であった。 
２．広報強化の要求 








ることが重要であることを説明。本年、対中 ODA が満 20 年を越え、また第 4 次対中円借




















とがあったのである。9 月 29 日付けの報道では、第七面の全面を使用して、日中関係を宣
伝した。その計 5 本の記事の中で、何れも対中 ODA を提起している。特に、円借款を利用
してできた成都市第六浄水工場を単独の記事で大いに紹介した中で、「成都市市民が賞賛し
ている」8と特筆したのである。 
 また、10 月に、日中経済協力 20 周年を記念する式典が中国政府の主催で開催された。呉
儀国務委員が中国政府を代表し、中国の経済建設に協力と支援を提供してきた日本政府に
謝意を表明した。それと同時に、項懐誠財政部部長は、2000 年 6 月までのデータをもとに、
「日本政府が供与した対中「政府開発援助」金額は 2 兆 6675 億円に上っている」9と述べ
た。 





周知のように、2001 年 4 月に総理に就任した小泉純一郎は、中国などの国々の強烈な反
対にも関わらず、8 月 13 日に初めて靖国神社を参拝し、以後も毎年参拝を続けた。日中関
係は「政冷経熱」の新しい段階に突入した。中国が靖国参拝を厳しく批判すること、およ
び日中の間で様々な不祥事があったため、日本においては、対中 ODA と関連させながら、





















































































日本側は対中円借款の中止の時期について、2008 年の北京五輪か 2010 年の上海万博の
いずれを選ぶか迷ったが、結局、韓国が 1988 年のソウル五輪後に外国からの援助を終えた



























 2002 年における報道では、対中 ODA 或いは政府開発援助に言及した報道26は 3 件のみ 












 表 5 で示したように、この年における対中 ODA 報道は急増したが、その大半が無償援助
についての報道であり、更に SARS（新型肺炎）に対する緊急援助についての報道が半分以




































対中 ODA についての減額や中止を要求する報道が 4 件もあった。1995 年の無償援助凍
結についての報道の 3 件よりも 1 件が多かった。これは盛んになる対中円借款「卒業論」
に直結した動きと説明できるであろう。 
５．対中ＯＤＡ報道の激減と質の低下（２００５年） 
 表 5 で示したように、前年度より、対中 ODA 報道の量がまた激減したことがわかる。そ


















中、日本側は 2005 年度対中円借款の交換公文の締結を 2006 年 6 月に延期させた34のであ
る。 
６．報道の量と質の更なる低下（２００６年） 







少する中で、対中円借款については、6 月 23 日に小泉内閣が 2005 年度対中円借款討議の
延期を決定したことを報じた記事35を含め、日本政府の、2005 年度対中円借款を解凍する
決定を報じた負の報道が 2 本ある。この 3 本の記事を除けば、対中 ODA 報道の量がさらに










った。それに続き、2007 年 4 月に温家宝総理が日本を訪問し、靖国参拝問題で中断した両
国首脳による相互訪問が再開した。さらに両国は日中国交正常化 35 周年という節目を利用
し、日中文化スポーツ交流年などイベントを開催し、関係の改善を推進していこうとした。
また、9 月に新総理になった福田康夫は 12 月 27 日から 30 日にかけて中国を訪問し、友好






材として、対中 ODA が報道に取り上げられるようになった。 







































国際緊急援助隊と医療チームとは共に JICA に所属し、対中 ODA を実施する活動チーム






























34%（1996 年）、36%（1997 年）、15%（1998 年）、4%（1999 年）となっている。また、
同時期各年の中国企業の受注率は、それぞれ 30%、43%、60%、80%である42という割合で
あった。この統計を見る限りでは、日本企業の受注率が低下し、中国企業の受注率が年々






















では、日本の対中 ODA が中国の国民に知られていないという不満や対中 ODA を中止すべ









いう対中 ODA 反対論に反論するためのものと考えられる。 















 第四次対中円借款は 2000 年に終わり、それからの対中円借款については、前述のように





今後の対中 ODA のあり方について検討を進めていきたい旨発言した。 
 また、2000 年 6 月 12 日に七党党首公開討論会が日本記者クラブで行われ、対中 ODA を
見直す意見が主流となった。 
 2001 年 10 月 22 日、日本外務省は対中経済協力計画を発表し、対中 ODA を減額する意








 報道は 2002 年 7 月までの中国財政部が提供したデータを引用し、日本政府が中国に承諾




 無償援助と技術援助を足すと対中 ODA の総額はすでに 3 兆円になり、日本では、対中























































































れも日本大使館や JICA など対中 ODA の実務部門が関わり、日本国内向けの広報にも関心
を払いながら実施していたからであると考えられる。 
２．対中ＯＤＡプロジェクトを巡る考察について報道の再度中断 
 近年来続けられた対中 ODA プロジェクトを巡る考察についての報道は 2005 年以降に再
び中断された。1990 年代に一度中断されたことと同じように、考察が行われなかったかそ






















 もう一つ大きな変化としては、対中 ODA あるいは対中政府開発援助という用語がよく出
現したことである。1999 年に 1 件、2000 年に 2 件、2001 年に 2 件、2002 年に 3 件、2004
年に 5 件、2005 年に 4 件、2006 年に 2 件、2007 年に 1 件、2008 年に 1 件という割合で
あった。2003 年までの全ては、日本の対中 ODA が中国の経済建設に果たした積極的な役
割を評価するものである。2004 年からは、状況が変わった。2004 年には、対中 ODA を評
価する一方、減額を報じた 1 件の記事以外に、減額についての負の報道が 2 件あった。2005
年は、全部が減額やカードとして使用された対中 ODA を批判するような負の報道であった。
2006 年も 1 件が負のものであった。以上で分るように、2000 年代前半までの報道は、全
部が評価するものであり、対中 ODA 報道の強化と対中 ODA 見直し論への反対、および対
中 ODA の継続のためのものであると考えられる。円借款終了の決定につれて、2005 年は
批判的な報道のみであった。その以降、評価は積極的なものに転じるが、言及も控えられ
るようになった。 
 対中 ODA を援助として捉える姿勢の転換は、日本側の広報要求に応えたものであるが、
その一方で、日本の政策を援助を利用して国益を図るものとしてを批判する報道が現れる
ようになった。中国側は公式に対中 ODA を評価するが、対中 ODA の政治利用への不満も
隠さなくなったのである。 
 また、表 4 で示したように、2000 年代に入ってから、対中円借款は減額されていく一方
であった。表 5 と表 10 では、2003 年と 2008 年に無償援助の報道が突出しているが、これ
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からの中国側の対中 ODA 認識に大きな影響を与えたと考えられる。 







 上述のように、2000 年代前後に対中 ODA 見直し論と広報強化の要求があった。それに
























され、厳密に言えば、対中 ODA に対する謝意表明ではないといってもよいと思う。 






で「有終の美」を飾ろうとしたのであろう。    












 さらに、対中 ODA が中国から感謝されないまったくの無駄であり、中国の軍事力増強に

























































もないし、日程に組むわけもなかった。それだけではなく、2002 年 4 月 21 日に小泉は再
















































 このセンターは 1984 年に中曽根が訪中した時の「お土産」である。将来の日中関係を担
う両国間青年の交流を促進するための場にするのが目的であった。しかしながら、他の二
つのプロジェクトと比べて十分に活用されていないのが現状である。 













































を皮切りに、2005 までの間、計 21 件あり、それ以降は 2009 年に 1 件のみで、計 22 件で
あった。しかし、在中国日本大使館の資料によれば、2000 年から 2008 年にかけて、年間













本国際協力機構」などの名称がよく掲載されていた。JICA は 1992 年の報道で初めて現れ




 2000 年代に入って以降、JICA のボランティア活動隊である日本海外青年協力隊の報道
が盛んになり、特に 2006 年には、日本海外青年協力隊中国派遣 20 周年を機に海外青年協
力隊の中国での活動についての報道が現れるようになり、この年は 10件の報道が集中した。
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て見よう。             
①「平等互恵」の「経済協力」という原則 



























































た。2003 年の新 ODA 大綱もこの文脈において批判された。 
















































直接的な対中 ODA 批判は、1992 年の李先念の死去後に報道された光華寮問題を巡る彼
の発言が最初の 1 件で、核実験、台湾問題、歴史問題で摩擦が大きくなった 1995 年に 4 件
現れ、2004 年から 2006 年までは、円借款供与の終了問題を巡って各年 4～5 件の批判的な
報道が現れた。近 20 年来の日中関係には様々な摩擦が生じ、21 世紀以降はこれが更に拡大
していったが、対中 ODA 報道のみに限定してみると、批判は主に 1995 年と円借款供与の












1994 年の細川訪中と敦煌保護施設報道、2000 年の対中経済協力 20 周年の報道のように政









の分野の報道件数は合計 23%と依然として高い数値を示している(表 10 参照)。ただし、政
治イベントに対応した大型プロジェクトの紹介とは異なり、その扱いは低調であった。 
これに対し、円借款の主要部分である産業インフラ関係の報道件数は、1980 年代は年間 5
件を上回ることはなかったが、1990 年代以降、1993 年の江沢民訪日、2000 年の対中経済
協力 20 周年など、特定の年に集中的な報道が行われるようになった(表 6 参照)。その後、
円借款は 1990 年代は農業、2000 年代は林業に、最高で年間数十億円に上る特徴的な貸与
が行われるようになり、単年度あたりの実績で鉄道、発電所への貸与に匹敵する規模にな
ることも多いが(表 1 参照)、これらは各年数件ほど報道される程度であった(表 6 の「その
他」の項目に含まれる)。国家の近代化の目標にも一致した 1980 年代、90 年代の産業イン
フラ整備への協力に比べて、第一次産業への協力は、さほど大きな関心を受けていないよ
うにも見える(表 7,9,10 参照)。 
環境保護についての報道件数も、環境保全重視へとシフトする ODA の性格の変化を受け
て、1990 年代以降、徐々に伸び始めたが、1998 年の洪水の翌年以降、顕著に増加した。災
害救済は、災害時の緊急無償援助の報道を中心としており、1998 年の洪水、2003 年の SARS、





















































































                                                   
1 「人民網」は『人民日報』の傘下にある総合的なウェブサイトである。 




































































































































































































































































































































































































表 4：日本の対中 ODA 供与金額                    （単位：億円） 
 
出典：『ODA 白書』各年版及び外務省ホームページにおける対中 ODA 関連のデータにより
作成 
注：円借款、無償援助は、交換公文ベース、技術協力は、2000 年までは JICA の実績のみ
で、2001 年以降は政府全体の技術協力を含む。 
 
表 5：『人民日報』における日本の対中 ODA 報道の件数 
 




















































































































































































































































































































































































































































































表 12：日本の総理の訪中と対中 ODA との関わり 
訪中期間 在職総理 対中 ODA との関わり 補足説明 








1982 年 9 月 26















































































































同上 銭忠信衛生部長 同上  





無償援助 日本政府及び JICA に対し 
1984 年 3 月 22
日 
趙紫陽総理 日中友好病院  

















1987 年 10 月 7
日 
趙紫陽総理 円借款 中江要介大使に対し 












1988 年 8 月 26
日 
李鵬総理 円借款  
1988 年 8 月 27
日 
鄧小平 円借款 日本のマスメディア（『日本
経済新聞』、1988 年 8 月 26
日）は、鄧小平の感謝表明は
初めてと旨報道 

























1991 年 7 月 17
日 
李鵬総理 洪水被害（緊急無償） 日本政府と人民に対し 
1991 年 7 月 17
日 
趙東宛人事部長 同上 日本政府と国際社会に対し 
1991 年 8 月 11
日 
李鵬総理 同上 日本政府と人民に対し 





1992 年 8 月 18
日 
李先念国家主席 経済や技術協力 1987 年における発言である
が、1992 年に披露された。 
1993 年 11 月 11
日 
陳敏章衛生部長 技術協力 日本政府と JICA に対し 






















































2003 年 5 月 20
日 
胡錦濤国家主席 同上 日本政府と人民に対し 
2003 年 6 月 1 日 同上 同上 同上：ロシアで小泉純一郎と
の会見において 




































1998 年 11 月 26 日に署名さ
れたものであるが、反日デモ
を静めるために、出された。 












































同上 楊潔篪外交部長 同上 日本を含めた諸外国救援隊
に対し 










2008 年 7 月 9 日 胡錦濤国家主席 四川大地震への援助 日本国際救援隊と援助隊及
び日本政府と人民を対象に 


























2008 年 9 月 22
日 
胡錦濤国家主席 同上  












表 14：『人民日報』以外の報道における中国政府と指導者による対中 ODA への謝意表明（一
部） 
出典 内容 補足 































































2002 年 5 月号 










































表 15：1995 年における無償援助凍結以降の対中円借款についての報道 
報道の日付 報道の内容 補足説明 









1995 年 11 月 3 日 富士通の円借款プロジェ
クト受注について 
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